
資料２

航空を取り巻く社会情勢等について

国土交通省 航空局

平成24年10月平成24年10月

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



１ 航空を取り巻く社会情勢の変化について１．航空を取り巻く社会情勢の変化について
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日本の総人口は これまで増加してきたが ２００５年を境に減少局面に

１． 人口減少の推移・予測

日本の総人口は、これまで増加してきたが、２００５年を境に減少局面に。
今後、さらに人口減少が進み、2045年には１億人程度となる見通し。
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出典：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口(H18.12) 中位推計
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１． 人口減少・少子高齢化の推移・予測

（総人 千人）
（15歳未満率：％）

今後、人口減少が進み、2047年には１億人程度となる見通し。
少子高齢化が急速に進行しており、2060年には総人口の約40％が65歳以上になる見通し。
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（年）

3



我が国の経済は ここ２０年近く伸び悩んでいる状況

１． 我が国の経済状況の推移

①名目GDP、国民所得の推移

（10億円）

（名目GDP）

我が国の経済は、ここ２０年近く伸び悩んでいる状況。

362 297
387,686

415,885

451,683
473,608483,256482,608489,379497,740

509,096513,613
503,324499,544504,119

493,645489,875493,748498,491503,187510,938515,651
494,199

400 000

500,000

600,000
（10億円）

248,376
264,642

276,163
288,773

308,238
330,397

342,266
362,297

211 615220,131
231,290

243,117
260,560267,942

281,100
302,710

320,802

346,893
368,932366,007365,376370,011368,937

380,161382,295
368,976364,341371,804

361,334355,761358,079363,898365,878375,226378,464

351,522

200,000

300,000

400,000

203,879211,615 ,

100,000
55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

②一人当たり名目GDP、国民所得の推移

（年度）

（ 人当たり名目GDP）

（国民所得）

2 966
3,160 

3,377 
3,656 

3,818 3,882 3,865 3,908 3,966 4,048 4,073 3,981 3,944 3,973 3,881 3,844 3,867 3,902 3,939 3,999 4,037 
3,871 

4,000 

5,000 （千円）

（一人当たり名目GDP）

2,123 2,246 2,327 2,417 2,564 
2,731 2,815 

2,966 
,

1,743 1,796 1,855 1,936 2,022 2,154 2,204 2,301 
2,468 2,605 

2,808 
2,974 2,940 2,926 2,955 2,940 3,022 3,032 2,919 2,877 2,930 2,840 2,791 2,804 2,848 2,864 2,937 2,963 

2,753 

1 000

2,000 

3,000 

（国民経済計算年報）

0 

1,000 

55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 （年度）

（一人当たり国民所得）

4



１． 海外諸国の経済状況の推移

一方 他のアジア諸国は急激に経済成長

日本 中国 韓国 日本 中国 韓国

アジア諸国のＧＤＰ（名目）の推移 アジア諸国の一人当たりＧＤＰ（名目）の推移

一方、他のアジア諸国は急激に経済成長。
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出典：IMF ｢World Economic Outlook Database October 2012｣より国土交通省作成

※以下のデータはＩＭＦによる推計
日本、中国、韓国、ロシア、台湾、香港 ：2011年
フィリピン、ベトナム、マレーシア、シンガポール ：2010年、2011年
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その結果 世界における我が国の経済的地位は低下

１． 我が国の経済的地位の低下

その結果、世界における我が国の経済的地位は低下。

一人当たりＧＤＰの世界ランキング推移 世界ＧＤＰに占めるシェアの推移

２０００年 ２０１１年 １９９０年 ２０１１年

３位 17位 14.0％ 8.4％

ＩＭＤ国際競争力順位の変遷

【出所】IMF World Economic Outlook Database 【出所】IMF World Economic Outlook Database

ＩＭＤ国際競争力順位の変遷

１９９０年 ２０１２年１９９０年 ２０１２年

１位 ２7位

【出所】World Competitiveness Yearbook 6



アジアにおいて拠点としての魅力が低下したが、2011年には盛り返している面もあり、一定のポテンシ

１． アジアの拠点としての魅力

拠 、 、 定
ャルを有していることがうかがえる。

〈各拠点機能ごとに、アジア地域で最も魅力を感じる国・地域を選択〉
（主要7カ国の数値のみ抽出、各拠点機能の１位、２位、３位に各々マーカーを付している）

２００９年度実施調査 ２０１１年度実施調査
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販売拠点 8% ①
47% 6% 3% ②

14%
③

12% 0%

※各拠点ごとに国・地域を一つ選択
※回答企業 ０ 社（日本進出済 ６社含む）から無回答企業を除く百分率

※各拠点ごとに国・地域を一つ選択
※回答企業 ０社（日本進出済３０社含む）から無回答企業を除く百分率

金融拠点 14% 34% 5% 1% 14% 16% 2%

販売拠点
②

17%
①

34% 5% 0% ③
16% 14% 2%

※回答企業２０７社（日本進出済４６社含む）から無回答企業を除く百分率※回答企業１８０社（日本進出済３０社含む）から無回答企業を除く百分率

出所：欧米アジアの外国企業の対日投資関心度調査（経済産業省：２０１１年度）
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○ アジア経済の成長を牽引するアジア諸都市が台頭してきているが、東京も安全・安心、効率性・正確性、文

１． 東京の国際競争力

人口当たり殺人件数（件/100万人）

長
化的活力といった面で一定のポテンシャルは有している。
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【出典】森記念財団「Global Power City Index-2011」

効率性・正確性 文化的活力

交通・インフラ（航空輸送量、登録タクシー数、交通事情等に基づく指標） 文化的活力（エンタテイメント、食ビジネス、芸術の充実度）

効率性 正確性 文化的活力

東京 6位

香港 7位

東京 6位

香港 13位香港 7位
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上海 15位
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シンガポール 17位

ソウル 19位

上海 21位

【出典】Pricewaterhouse Coopers Cities of Opportunity 2011 【出典】Pricewaterhouse Coopers Cities of Opportunity 2011

シンガポール 17位
海 位

北京 24位
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１．国内設備投資と対外直接投資の推移

我が国の国内設備投資額は停滞ぎみであるが、対外直接投資額は増加傾向にある。

国内設備投資額の推移 対外直接投資額の推移
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【出所】財務省「法人企業統計季報」より作成
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【出所】財務省「国際収支統計」より作成
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１． 世界各国・地域からの入国者数の国際比較

観光面においても 特に外国人旅行者の受け入れにおいて 他のアジアの主要国に比べ 遅れをとっ

79,500フランス (France) 1位

観光面においても、特に外国人旅行者の受け入れにおいて、他のアジアの主要国に比べ、遅れをとっ
ている状況。
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入国者数
（201１年）

17 ,336

16 ,427

15 ,976

13 ,350

12 ,925

11 ,300

10 ,390

サウジアラビア (Saudi Arabia)

ギリシャ (Greece)

カナダ (Canada)

ポーランド (Poland)

マカオ (Macao)

オランダ (Netherlands)

シンガポール (Singapore)

ガ

20位

日本は世界で39位。アジアで10位。

10,250

9 ,927

9 ,795

9 ,497

9 ,342

8 ,775

(8 ,744)

ハンガリー (Hungary)

クロアチア (Croatia)

韓国 (South Korea)

エジプト (Egypt)

モロッコ (Morocco)

チェコ (Czech Republic)

デンマーク (Denmark)

イ ( ) 8 ,534

8 ,339

8 ,129

7 ,650

7 ,456
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(6 ,515)

6 324

スイス (Switzerland)

南アフリカ共和国 (South Africa)

アラブ首長国連邦 (U.A.E.)

インドネシア (Indonesia)
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ブルガリア (B l i )

30位

出典： 世界観光機関（UNWTO）、各国政府観光局 作成： 国土交通省観光庁
注1： 本表の数値は2012年6月時点の暫定値である。
注2： デンマークとアイルランドは、2011年の数値が不明であるため、2010年の数値を採用した。
注3： アラブ首長国連邦は、連邦を構成するドバイ首長国のみの数値が判明しているため、その数値を採用した。
注4： 外国人訪問者数は、数値が追って新たに発表されたり、さかのぼって更新されることがあるため、数値の採用時期によって、

そのつど順位が変わり得る。
注5： 同一国において、外国人訪問者数が異なる統計基準に基づいて算出されている場合があるため、比較する際には注意を要する。
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ブルガリア (Bulgaria)
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40位

注5： 同 国において、外国人訪問者数が異なる統計基準に基づいて算出されている場合があるため、比較する際には注意を要する。

Source: UNWTO and National Tourism Offices          Compilation: Japan Tourism Agency
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近年 観光立国 実現に向けた動きが加速

１． 観光立国の実現に向けた最近の動き

４月 ビジット・ジャパン・キャンペーン開始平成15年

近年、観光立国の実現に向けた動きが加速。

12月 観光立国推進基本法が成立（全会一致）

６月 観光立国推進基本計画を閣議決定

10月 観光庁設置

７月 中国個人観光ビザ発給開始

10月 「訪日外国人3 000万人プログラム」を打ち出し（平成22年度予算概算要求）

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年
10月 「訪日外国人3,000万人プログラム」を打ち出し（平成22年度予算概算要求）

12月 第1回「観光立国推進本部」を開催

５月 国土交通省成長戦略会議 取りまとめ

６月 新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～ を閣議決定

３月 東日本大震災 発生

平成22年

成23年 ３月 東日本大震災 発生

５月 日中韓サミット首脳宣言 （2015年までに三箇国間の人的交流規模を2,600万人に拡大）

８月 「日本再生のための戦略に向けて」を閣議決定

12月 「日本再生の基本戦略 ～危機の克服とフロンティアへの挑戦～」を閣議決定

平成23年

３月 観光立国推進基本計画を閣議決定

７月 「日本再生戦略」を閣議決定

・「観光立国戦略」が11の戦略分野の一つに選定される。

平成24年

観光 国戦略」 戦略分野 選定される。
（重点施策：訪日外国人旅行者の増大に向けた取組、受入環境水準の向上）

・オールジャパンの訪日プロモーションの推進 ・外客受入環境の整備
・外国人の出入国審査の迅速化に資する方策の検討・促進 等

（重点施策：観光需要の喚起）
・ニューツーリズムの振興 ・MICEの誘致・開催の推進ニュ ツ リズムの振興 MICEの誘致 開催の推進
・戦略的な観光地域づくりの推進 ・休暇改革の推進 等
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１． 観光立国の実現に関する目標

○ 国際観光の拡大・充実○ 国際観光の拡大・充実

訪日外国人旅行者数

平成28年（2016年）までに1,800万人にする。
〔平成22年（2010年）実績 861万人〕 平成23年（2011年）推計 622万人］〔平成22年（2010年）実績：861万人〕、平成23年（2011年）推計：622万人］

【考え方】
平成32年（2020年）初めまでに2,500万人とすることを念頭に、平成28年（2016年）までに1,800万人にする。

3,000 

（万人）
日本再生戦略
2020年初めまでに2,500万人

2,000 
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目標 1 800万人
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1 750
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1 022

1,750ビジット・ジャパン・キャンペーン開始

前基本計画における計画期間
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900 

500 

1,000 
1,022

0 
平成15年

（2003年）

平成16年

（2004年）

平成17年

（2005年）

平成18年

（2006年）

平成19年

（2007年）

平成20年

（2008年）

平成21年

（2009年）

平成22年

（2010年）
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平成26年

（2014年）

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）
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（2017年）

平成30年

（2018年）

平成31年

（2019年）
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地方圏から三大都市圏への人口流出が断続的に続いており 近年も止まらない状況

１． 三大都市圏及び地方圏における人口移動

60
東京圏

地方圏から三大都市圏への人口流出が断続的に続いており、近年も止まらない状況。

40

東京圏

名古屋圏

11 7

0

20

転
入
超

11.7万人

-0 9万人

-0.5万人

40

-20

過
数
（
万
人
）

大阪圏

0.9万人

-10.4万人

-60

-40）

地方圏

-80
1954 1959 1964 1969 1974 1979 1984 1989 1994 1999 2004 2009

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。

（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域
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人口減少は 特に地方において顕著

１． 三大都市圏及び地方圏における人口予測

人口減少は、特に地方において顕著。

三大都市圏と地方圏の人口増減率（推計）
増減率（％）

0.4

5.0

▲ 0.8 ▲ 2.7

▲ 4.1

0.0
2005 2015 2020 2025 2030 2035

▲ 5.2

▲ 8.3

▲ 7.1

▲ 10 0

▲ 5.0

三大都市圏

地方圏

▲ 10.6

▲ 14.5
▲ 15 0

▲ 10.0

▲ 18.5

▲ 20.0

▲ 15.0

出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の都道府県別将来推計人口（平成１９年５月推計）」により国土交通省作成

三大都市圏：東京圏（埼玉・千葉・東京・神奈川）名古屋圏（岐阜・愛知・三重）関西圏（京都・大阪・兵庫・奈良）
地方圏：三大都市圏以外
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高齢化についても 地方圏においてより進行している状況

１． 地方における高齢化の進展

高齢化についても、地方圏においてより進行している状況。

S50 H17

高齢者人口の割合 高齢者人口の割合高齢者人口の割合
■： 5％以下
■： 5～10％
■：10～20％
■：20～30％
■：30～40％
■：40％超～

高齢者人口の割合
■： 5％以下
■： 5～10％
■：10～20％
■：20～30％
■：30～40％
■：40％超～

図 高齢化率の推移

注）高齢者人口とは、６５歳以上人口。
注）都市圏は、「都市・地域レポート2005」により設定された85都市圏

を用い 平成18年度末の市町村合併により 既に都市圏に編入さ

Ｓ５０ Ｈ１７ 差（Ｈ１７－Ｓ５０）

全

表 圏域別の高齢化率の推移

出典：国勢調査・地域メッシュ統計（総務省）

を用い、平成18年度末の市町村合併により、既に都市圏に編入さ
れた区域を合わせて都市圏と整理した。

全国 ７．９％ ２０．１％ １２．２％

都市圏内 ７．４％ １９．２％ １１．８％

都市圏外 １１．２％ ２７．７％ １６．５％
15



１． 地方経済の推移

経済面においても、三大都市圏以外の地方圏で特に地域別ＧＤＰの減少が見られ、地方経済は深刻

地域別GDPの推移（9９年→0９年の成長率）

、 見 、 深
化。

4.00%

6.00%

0.00%

2.00%

-5.23% -7.55%

-4 00%

-2.00%

0.00%
三大都市圏 地方圏

8 00%

-6.00%

-4.00%

データ ：内閣府HP「県民経済計算」
三大都市圏 ：東京圏（埼玉・千葉・東京・神奈川）名古屋圏（岐阜・愛知・三重）関西圏（京都・大阪・兵庫・奈良）
地方圏 ：三大都市圏以外

-8.00%

地方圏 ：三大都市圏以外
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１． 地方経済の推移（地域別ＧＤＰのシェア）

また、地域別ＧＤＰのシェアについては、長期の傾向を見ると、東京圏へのなだらかな集中傾向がある

地域別GDPシェアの推移（１９７０年→0９年）

また、地域別ＧＤＰのシェアについては、長期の傾向を見ると、東京圏 のなだらかな集中傾向がある
中、他都市圏及び地方圏のシェアが低下あるいは横ばいとなっている。

45%

50%

30%

35%

40%

東京圏

15%

20%

25%

東京圏

名古屋圏

大阪圏

地方圏

5%

10%

15%

0%
1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2009

データ ：内閣府HP「県民経済計算」
三大都市圏 ：東京圏（埼玉・千葉・東京・神奈川）名古屋圏（岐阜・愛知・三重）関西圏（京都・大阪・兵庫・奈良）
地方圏 ：三大都市圏以外 17



２ 近年の航空分野における状況について２．近年の航空分野における状況について
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国内航空旅客数は増加傾向にあったが、燃油価格高騰の影響により平成19年度より減少に転じ、平成20年秋のリ

２． 国内航空旅客輸送の動向

国 航 旅客数 増 傾 あ 、燃油価格高騰 影響 り 成 年度 り減少 転 、 成 年秋 リ
ーマンショック以降の世界的な景気後退、平成23年3月の東日本大震災の影響を受けさらに減少している。また、国
内全体の利用者の約７割は羽田空港の利用者である。

航空とJRの旅客シェア（例）
長距離移動においては

12,000 

（万人） 東京

福岡

航空 92%

JR 8%

航空

79%

21%

45%

平成22年度

平成３年度

長距離移動においては
航空の優位性が強い

10,000 

7 905万人

平成23年度
旅客数合計

広島

航空
46%

JR
54%

航空
29%

JR
71%

45%
55%

16%

84%

平成22年度

平成３年度

平成22年度

平成３年度

6 000

8,000 

その他 1,243万人（15.7％）

関空又は伊丹便利用者（羽田便を

7,905万人

中部又は名古屋利用者（羽田便を

大阪

割合は旅客地域流動調査、距離はJTB時刻表より。

除く）460万人（5.8％）

4,000 

6,000 関空又は伊丹便利用者（羽田便を

除く） 945万人（12.0％）
羽田－大阪（伊丹・関空）便利用者
585万人（7.4％）

国内旅客の約7割

は羽田利用者

2,000 羽田便利用者合計
5,258万人

（66 5％）

羽田便利用者
4,673万人（59.1％）

は羽田利用者

0 

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（66.5％）
国内航空旅客数の推移（単位：万人）

※ 航空輸送統計年報より航空局作成

（ 年度 ）

昭和 平成

19



国内貨物輸送に占める航空の割合は0.02％と極めて少ない（トンベース）が、全体の貨物輸送量が減少傾向にある中で
堅調 増加 きた か ながら 近年は 機材 小型化や路線撤退等 伴 平成 年度をピ ク 減少傾向 あ

２． 国内航空貨物輸送の動向

（千トン）

堅調に増加してきた。しかしながら、近年は、機材の小型化や路線撤退等に伴い、平成20年度をピークに減少傾向にあ
る。路線別では、羽田便関係が全体の77％を占めている。

輸送機関別輸送貨物量の推移
（％）

（平成元年＝１００）
160

合計

1200

896千トン

平成23年度
取扱量合計

航空
１２１

国内全機関
７８100

120

140

160
合計
鉄道
トラック
内航海運
航空

800

1000

その他 108千トン（12.0%）

伊丹または関空便の取扱貨物

鉄道 ５３

海運 ６８

トラック ７９

交通経済統計要覧より航空局作成

40

60

80

Ｈ
元

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22平成

600

（羽田便を除く） 98千トン
（10.9％）

羽田－大阪（伊丹・関空）
便の取扱貨物 72千トン
（8.1%）

交通経済統計要覧より航空局作成元

400 羽田便の取扱貨物
618千トン（69.0%）

200

国内航空貨物量の推移（単位 ）

羽田便の取扱貨物合計

690千トン（77.1%）

0
50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

国内航空貨物量の推移（単位：千トン）

（年度）

※ 航空輸送統計年報より航空局作成昭和 平成
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我が国の国際航空旅客需要はこれまで右肩上がりで増加傾向にあったが、平成13年以降のテロ、紛

２． 我が国の国際航空旅客輸送の動向

（万人）

増 傾 、 、紛
争、景気後退の発生毎に一時的な落ち込みが見られたほか、平成23年度では、平成23年３月の東日本
大震災を受け減少している。

7 000

8,000 

（万人）

イラク戦争・ＳＡＲＳ
（平成15年3月～4月）

リーマンショック
（平成20年9月）

東日本大震災
（平成23年3月）

6,000 

7,000 

5,149万人

平成23年度
旅客数合計アメリカ同時多発テロ

（平成13年9月）

中部開港
（平成17年2月）

関空開港
（平成6年9月）

4 000

5,000 地方空港 576万人（11.2％）

関 際空港

中部国際空港・名古屋空港
437万人（8.5％）

成田開港
（昭和53年5月）

3,000 

4,000 
関西国際空港

1,003万人（19.5％）

（昭和53年5月）

1,000 

2,000 
成田国際空港・東京国際空港

3,131万人（60.8％）

0 

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
昭和 平成 （ 年度 ）

国際航空旅客数の推移（単位：万人）

注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における旅客数を示す。 ※ 国土交通省資料より作成（平成23年度は速報値）
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２． 我が国の国際航空貨物輸送の動向

我が国の国際航空貨物輸送は、経済のグローバル化に伴い、機械機器・半導体等電子部品の輸送を中心に増加してきた。

（万トン）

平成20年秋のリーマンショック以降の世界的な景気後退を受けて大きく減少した。その後は回復傾向にあったが、欧州債務危機や
円高等の影響により伸び悩んでいる状況である。

品目別航空貨物輸送取扱額
【輸出】 【輸入】

500 

（万トン） （平成２０年度）【輸出】 【輸入】（平成２３年度）

リーマンショック

機械機器

（半導体等電

子部品を除
金属及び同

非金属鉱物

製品
2%

繊維及び同

製品
1%

その他
23%

機械機器（半

導体等電子

部品を除く）

食料品
2%

原料及び燃

料
1%

その他
20%

400 

平成 年度

リーマンショック
（平成20年9月）

中部開港
（平成17年2月）

く）
43%

半導体等電

子部品
18%

化学製品
8%

金属及び同

製品
3%

部品を除く）
48%

半導体等電

子部品
11%

化学製品
18%

300 

288.2万㌧

平成23年度
貨物取扱量合計日本関税協会「外国貿易概況」より航空局作成

中部国際空港・名古屋空港
11 3万㌧（3 9％）

地方空港 15.5万㌧（5.4％）

関空開港

アメリカ同時多発テロ

（平成13年9月）

200 

11.3万㌧（3.9％）

関西国際空港

66.5万㌧（23.1％）

関空開港
（平成6年9月）

成田開港

100 

推

成田国際空港・東京国際空港
194.9万㌧（67.6%）

成田開港
（昭和53年5月）

0 

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 （ 年度 ）

注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における貨物量を示す。

国際航空貨物量の推移（単位：万㌧）

国土交通省航空局「日本出入航空貨物路線別取扱実績」より作成

平成昭和 22



２． 世界の航空旅客流動

1998（平成10年）～2008年（平成20年）の10年間における航空旅客流動（域内国際）の推移を見ると

○世界の航空旅客流動の推移（主な地域の流動を抜粋）

1998（平成10年）～2008年（平成20年）の10年間における航空旅客流動（域内国際）の推移を見ると、
アジア太平洋地域や中近東地域の伸びが著しい（アジア太平洋地域：2.3倍、中近東地域：3.6倍）

1998年（平成10年） 2003年（平成15年） 2008年（平成20年）

４６ ４６ ６１

ヨーロッパ

域内国際 ：１４９ 北米

域内国際 ： １３
２２ １８

１０

ヨーロッパ

域内国際 ：１５５ 北米

域内国際 ： １１
２８ ２１

１４

ヨーロッパ

域内国際 ：１７６
北米

域内国際 ： ８
４１ ２７

２２

アジア太平洋

域内国際 ：５２
２８

中近東

域内国際 ：５

１０

アジア太平洋

域内国際 ：７３
２８

中近東

域内国際 ：１０

１４

アジア太平洋

域内国際 ：１１８
４５

中近東

域内国際 ：１８

２２

中南米

統計なし

８
中南米

域内国際 ：１５
１４

中南米

域内国際 ：１７

２５

○１９９８年（平成10年）の国際航空旅客取扱実績ランキング ○２００３年（平成15年）の国際航空旅客取扱実績ランキング ○２００８年（平成20年）の国際航空旅客取扱実績ランキング

順位 1 2 3 4 5

国名
ロンドン（ヒー
スロー）

パリ（シャル
ル・ド・ゴー
ル）

フランクフル
ト（マイン）

アムステルダ
ム（スキポー
ル）

香港（チェク
ラップコップ）

順位 6 7 8 9 10

国名
ロンドン（ガト シンガポール

成田
バンコク（ドン

ソウル（仁川）

○１９９８年（平成10年）の国際航空旅客取扱実績ランキング ○２００３年（平成15年）の国際航空旅客取扱実績ランキング

順位 1 2 3 4 5

国名
ロンドン（ヒー
スロー）

パリ（シャル
ル・ド・ゴー
ル）

フランクフル
ト（マイン）

アムステルダ
ム（スキポー
ル）

香港（チェクラッ
プコップ）

順位 6 7 8 9 10

国名
ロンドン（ガト シンガポール

成田 ブリ セル チ リ ヒ

順位 1 2 3 4 5

国名
ロンドン（ヒー
スロー）

パリ（シャル
ル・ド・ゴー
ル）

アムステルダ
ム（スキポー
ル）

香港（チェク
ラップコップ）

フランクフルト
（マイン）

順位 6 7 8 9 10

国名 ドバイ
シンガポール

成田
ロンドン（ガト バンコク（スワ

○２００８年（平成20年）の国際航空旅客取扱実績ランキング

（単位：百万人）

※ ＩＡＴＡ（国際航空運送協会） 「World Air Transport Statistics(2009)」より航空局作成

国名
ンドン（ガト

ウィック）
シンガポ ル
（チャンギ）

成田
ン ク（ドン

ムアン）
ソウル（仁川）国名

ンドン（ガト
ウィック）

シンガポ ル
（チャンギ）

成田 ブリュッセル チューリッヒ 国名 ドバイ
シンガポ ル
（チャンギ）

成田
ンドン（ガト

ウィック）
ン ク（スワ

ンナプーム）
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２． 世界の航空貨物流動

1998（平成10年）～2008年（平成20年）の10年間における航空貨物流動（域内国際）の推移を見ると、

○世界の航空貨物流動の推移（主な地域の流動を抜粋）

1998（平成10年） 2008年（平成20年）の10年間における航空貨物流動（域内国際）の推移を見ると、
他の地域が減少・伸び悩んでいるのに対し、アジア太平洋地域や中近東地域の伸びが著しい。
（アジア太平洋地域：2.3倍、中近東地域2.3倍）

1998年（平成10年） 2003年（平成15年） 2008年（平成20年）

166 156 180

ヨーロッパ
域内国際 ：23 北米

域内国際 ： 9

171 130

ヨーロッパ

域内国際 ：17 北米

域内国際 ： 4
291 182

ヨーロッパ

域内国際 ：19 北米

域内国際 ：3

332 279

アジア太平洋

域内国際 ：78
31

中近東

域内国際 ：3

22

アジア太平洋

域内国際 ：150
58

中近東

域内国際 ：4

34

アジア太平洋

域内国際 ：183
33

中近東

域内国際 ：7

57

中南米

統計なし

12
中南米

域内国際 ：9

31
中南米

域内国際 ：6

48

順位 1 2 3 4 5

国名
香港（チェク
ラップコップ）

成田 マイアミ
シンガポール
（チャンギ）

フランクフルト
（マイン）

順位 6 7 8 9 10

ロンドン（ヒ
アムステルダ

ヨ ク

○１９９８年（平成10年）の国際航空貨物取扱実績ランキング

順位 1 2 3 4 5

国名
香港（チェク
ラップコップ）

成田 ソウル（仁川） アンカレッジ
シンガポール
（チャンギ）

順位 6 7 8 9 10

○２００３年（平成15年）の国際航空貨物取扱実績ランキング

順位 1 2 3 4 5

国名
香港（チェク
ラップコップ）

ソウル（仁
川）

成田
パリ（シャル
ル・ド・ゴール）

フランクフルト
（マイン）

順位 6 7 8 9 10

○２００８年（平成20年）の国際航空貨物取扱実績ランキング

（単位：億トンｋｍ）※ ＩＡＴＡ （国際航空運送協会） 「World Air Transport Statistics(2009)」より航空局作成

国名
ロンドン（ヒー
スロー）

ソウル（金浦）
アムステルダ
ム（スキポー
ル）

ニューヨーク
（ＪＦＫ）

アンカレッジ
国名

フランクフルト
（マイン）

台北
パリ（シャル
ル・ド・ゴール）

マイアミ
アムステルダ
ム（スキポー
ル）

国名 上海（浦東）
シンガポール
（チャンギ）

ドバイ
アムステルダ
ム（スキポー
ル）

マイアミ
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２. 世界の航空旅客輸送量予測（２００５年～２０２５年）

2025年（平成37年）までの世界の航空旅客輸送において、最も伸びが著しいのはアジア太平洋地域

航空輸送量の大幅な増加（国際・国内計）

0 5年（平成3 年）までの世界の航空旅客輸送にお て、最も伸びが著し のはアジア太平洋地域
（年平均+5.8％）であり、輸送量も2005年（平成17年）に比べ約３倍に増加し、世界最大の航空市場に
成長。

アジア/太平洋

単位：十億人キロ

1 005

2,350

ヨーロッパ
2,980

2,690

航空輸送量の大幅な増加（国際・国内計）

アジア/太平洋

年平均 +4 3%

1,005

967
1,335

北アメリカ

年平均 +5.8% 年平均 +3.6%

中東

年平均 +4.3%

169
520

アフリカ ラテンアメリカ／カリブ海

年平均 +5.8%

85 230
410159

2005年

2025年（平成37年）

旅客輸送量予測

年平均 +4.8%
年平均 +5.1%

85 410159
（平成17年）
旅客輸送量

同期間における

出典：ICAO（国際民間航空機関）作成「 Outlook for Air Transport to the year 2025」より引用

同期間における
年平均伸び率
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